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1――はじめに 

 

総務省統計局「国勢調査」より全国の約 5,570万世帯について世帯類型別にみると、「単独世帯」が

38.0％で最も多く、「夫婦と子世帯」（25.0％）、「夫婦のみ世帯」（20.0％）の順で続いている〔図表 1〕。

世帯人員の少ない「単独世帯」、「夫婦のみ世帯」、「ひとり親と子世帯」を合わせると 67.0％と３分の

２を占めており、かつて標準世帯といわれた「夫婦と子世帯」は４分の１に過ぎず、「３世代世帯」は

５％を下回っている。これを世帯主年齢別に分解してみると、30歳未満では「単独世帯」が 78.1％と

突出して高くなっているほか、80 歳以上も 40.9％と高い。一方、30～40 歳代では「夫婦と子世帯」

が４割を超えて高く、50歳代でも３割台となっているほか、60～70歳代では「夫婦のみ世帯」が３割

前後と高くなっている。 

図表 1 世帯類型別の構成比〔世帯主年齢階層別〕 
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出所：総務省統計局「令和２年 国勢調査」より作成  

このように世帯主年齢別に世帯類型の構成比を概観すると、生活者のたどる主要なライフコースは、
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親元を離れて一人暮らしをしていた者が 30 歳前後で結婚して夫婦となり、30～50 歳代にかけて子ど

もをもうけて育て上げ、60～70歳代でまた夫婦のみの老後生活を送ったのち、80歳以上で配偶者と死

別するなどして一人暮らしに、といったものが想像されよう。こうしたライフコースを念頭においた

社会の姿からすれば、「単独世帯」とは若年の未婚者か、高齢の単身者であり、また、「夫婦と子世帯」

といえば 30～40歳代を中心とした、未就学または在学中の子どもがいる世帯、といった想定になるの

ではないだろうか。しかし、人口が減少し、少子高齢化が進む我が国において、こうしたステレオタ

イプな世帯像はどの程度あてはまっているのだろうか。 

 

2――世帯主年齢を加味した構成比と都道府県間の差異 

 

先にみた世帯類型別の世帯数の分布のうち、「夫婦のみ世帯」、「夫婦と子世帯」、「単独世帯」のそれ

ぞれをさらに世帯主年齢別に３区分し、総世帯数に占める割合としてみると、「単独世帯（60代以上）」

が 14.1％で最も多く、僅差で「夫婦のみ（60 代以上）」（14.0％）が続く〔図表 2〕。以降は「夫婦と

子（40～50代）」（12.6％）、「単独世帯（30代以下）」（10.9％）、「単独世帯（40～50代）」（8.7％）、「夫

婦と子（60代以上）」（7.0％）の順で続いている。 

図表 2 世帯主年齢を加味した世帯類型別の構成比 
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出所：総務省統計局「令和２年 国勢調査」より作成  

これを都道府県別にみると、東京都で「単独世帯（30代以下）」「単独世帯（40～50代）」が高く、

奈良県、和歌山県、山口県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県で「夫婦のみ世帯（60代以上）」が、

北海道、和歌山県、山口県、愛媛県、高知県、長崎県、宮崎県、鹿児島県で「単独世帯（60代以上）」

が、それぞれ高くなっている〔図表 3〕。同じ世帯類型のなかでの世帯主年齢の差に着目してみると、

多くの自治体において夫婦のみ世帯や単独世帯では 60 代以上の占める割合が高く、30 代以下の２倍

を超える自治体もみられている。また、夫婦と子世帯ではすべての自治体で 40～50代が最も多くなっ

ているものの、沖縄県以外では 60代以上が次いで多くなっている。一方で 30代以下については夫婦

のみ世帯はすべての自治体で３％に満たず、夫婦と子世帯は 10都道府県で５％にも満たない。このよ

うに、多くの自治体では「夫婦と子世帯」といえば“若年の夫婦と乳幼児など年少の子ども”世帯よ

りも“高齢の両親と同居する成人の子”世帯の存在感が大きく、“若年の夫婦”世帯や“若年の夫婦と

乳幼児など年少の子ども”世帯は希少な存在となっているといえよう。 



3｜               ｜ニッセイ基礎研レター 2023-03-29｜Copyright ©2023 NLI Research Institute All rights reserved 

図表 3 世帯主年齢を加味した世帯類型別構成比〔都道府県別〕 
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全国 55,704,949 2.0 4.1 14.0 5.4 12.6 7.0 10.9 8.7 14.1 16.7 4.6

北海道 2,469,063 1.7 5.0 17.0 4.7 10.2 5.8 11.0 10.2 17.2 15.0 2.2

青森県 509,649 1.3 3.9 14.6 4.3 9.4 7.8 6.6 7.6 16.7 25.1 2.9

岩手県 490,828 1.3 3.8 14.2 4.6 9.2 7.7 7.8 7.7 15.1 25.8 2.7

宮城県 980,549 1.9 3.9 12.7 5.4 11.3 7.3 11.9 8.5 12.0 20.5 4.6

秋田県 383,531 1.2 3.7 16.4 3.9 8.8 8.4 5.7 6.2 16.8 26.9 1.9

山形県 396,792 1.5 3.2 14.3 4.7 9.3 8.5 7.3 6.0 13.0 30.0 2.2

福島県 740,089 1.5 3.6 14.2 5.0 9.9 7.8 7.3 7.9 14.2 24.6 4.0

茨城県 1,181,598 1.7 3.9 15.2 5.5 12.5 8.2 8.7 7.3 12.6 20.2 4.2

栃木県 795,449 1.8 4.0 14.1 5.6 12.3 8.2 8.8 7.5 12.8 20.8 4.1

群馬県 803,215 1.7 3.9 15.4 5.5 13.4 8.3 8.3 7.1 13.7 18.7 3.9

埼玉県 3,157,627 2.2 4.2 14.1 5.8 14.8 8.3 9.6 8.2 12.4 15.6 4.7

千葉県 2,767,661 2.1 4.2 14.3 5.5 14.1 7.6 11.0 8.4 12.7 15.6 4.3

東京都 7,216,650 2.7 4.3 9.5 4.6 12.1 5.3 18.8 12.3 13.4 11.3 5.8

神奈川県 4,210,122 2.3 4.6 13.1 5.3 15.0 7.1 11.9 9.6 12.8 13.3 4.9

新潟県 862,796 1.6 3.5 14.5 4.9 10.5 8.7 7.9 6.8 13.5 25.3 2.8

富山県 403,007 1.7 3.5 14.6 5.1 11.9 8.6 7.8 6.2 13.1 24.3 3.2

石川県 468,835 1.7 3.7 14.8 5.6 12.6 7.3 10.4 7.4 12.9 19.4 4.1

福井県 290,692 1.7 3.4 14.4 5.5 11.8 7.8 7.6 6.6 12.5 25.6 3.1

山梨県 338,057 1.7 4.0 16.1 5.0 12.5 8.1 7.7 6.8 14.5 19.5 4.2

長野県 829,979 1.7 4.1 16.1 5.0 11.8 8.3 7.6 6.8 13.5 21.3 3.6

岐阜県 779,029 1.6 3.5 16.1 5.7 13.4 8.1 7.3 6.0 12.6 21.7 4.0

静岡県 1,480,969 1.9 4.0 14.7 5.7 12.4 8.0 8.7 7.7 13.3 21.3 2.3

愛知県 3,233,126 2.4 3.9 13.0 6.4 14.5 6.9 11.3 8.3 11.7 16.1 5.3

三重県 741,183 1.7 4.0 16.4 5.8 13.4 7.4 8.3 7.5 13.7 17.8 4.1

滋賀県 570,529 2.0 3.7 14.6 6.7 15.1 7.6 9.2 7.0 11.0 18.2 5.0

京都府 1,188,903 1.7 3.5 14.2 4.7 12.6 6.8 12.3 8.1 14.8 15.1 6.3

大阪府 4,126,995 2.0 3.8 12.9 5.3 13.1 6.3 11.2 9.6 15.9 14.4 5.4

兵庫県 2,399,358 1.8 4.1 15.4 5.6 13.8 7.2 7.7 7.4 15.0 15.6 6.3

奈良県 543,908 1.6 3.8 18.5 5.3 14.8 8.6 5.8 6.2 14.8 17.9 2.7

和歌山県 393,489 1.4 4.2 17.9 5.5 12.3 7.6 5.3 7.1 18.5 18.3 1.7

鳥取県 219,069 1.4 3.3 14.2 5.3 10.3 7.9 7.9 6.7 14.5 25.1 3.3

島根県 268,462 1.6 3.5 16.0 5.3 9.4 7.3 8.4 6.8 15.2 23.7 2.9

岡山県 799,611 1.7 3.5 15.1 5.8 12.1 7.3 9.6 6.6 13.5 17.9 6.7

広島県 1,241,204 1.8 4.2 15.9 6.0 12.6 6.7 10.8 8.0 14.6 15.3 4.0

山口県 597,309 1.5 4.2 18.3 5.3 10.9 6.7 8.6 7.2 17.9 16.4 2.9

徳島県 307,358 1.3 3.6 16.2 4.9 10.8 7.7 6.7 6.2 15.8 19.0 7.7

香川県 406,062 1.7 4.1 16.5 5.7 12.1 7.3 8.1 7.4 15.1 17.6 4.3

愛媛県 599,941 1.4 4.3 16.9 5.3 11.1 6.8 7.7 7.3 17.2 16.6 5.4

高知県 314,330 1.2 4.0 16.2 4.5 10.2 6.9 7.4 8.0 20.3 17.8 3.6

福岡県 2,318,479 1.8 3.7 13.5 5.9 11.7 6.3 11.9 8.4 14.4 16.0 6.3

佐賀県 311,173 1.5 3.2 14.7 6.1 11.2 8.2 7.3 6.3 14.0 24.3 3.3

長崎県 556,130 1.4 4.1 17.4 5.5 10.6 7.1 7.5 7.5 17.7 19.3 1.9

熊本県 716,740 1.5 3.5 15.9 6.1 11.2 7.2 8.6 7.2 15.2 20.7 3.1

大分県 487,679 1.5 4.0 17.3 5.6 10.9 6.9 8.8 7.3 16.5 17.4 3.8

宮崎県 468,575 1.4 4.4 18.0 5.9 10.9 6.5 7.7 7.5 17.6 16.9 3.2

鹿児島県 725,855 1.3 4.2 18.4 5.9 10.8 6.2 7.7 7.4 19.1 13.8 5.1

沖縄県 613,294 1.7 3.5 10.5 7.4 13.1 6.8 9.4 9.8 14.1 19.4 4.2

全国±３％pt以上のセルに網かけ

出所：総務省統計局「令和２年　国勢調査」より作成  

以上みてきたとおり、若年人口の減少や晩婚化の影響もあって、今や夫婦のみ世帯や夫婦と子世帯

の中でも 30代以下の若年層はごく僅かであり、単独世帯や夫婦のみ世帯では高齢層が中心的存在とな

っている。また、未成年の子をもつ夫婦と子世帯においても人口構成を鑑みれば世帯主年齢は 40代後

半が中心となっていよう。 

日常的なビジネスの現場においてマーケットの規模感を意識する場面はそう多くはないとしても、

冒頭に示したようなステレオタイプなイメージに囚われていては、意思決定を誤るリスクもあろう。
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市場の実態を見誤っている点がないか、年度が切り替わるタイミングなど、定期的に確認する機会を

もつことも肝要ではないだろうか。 

 


